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平成 28年度 第１回 長野市社会福祉審議会 次第 

日時：平成 28年６月２日（木） 

午後１時 45 分～午後 3時 15分 

場所：講堂（市役所第二庁舎 10 階） 

１ 開会 

２ あいさつ 

３ 新委員紹介 

４ 諮問 

５ 議事 

(1)諮問事項 

ア 平成 29 年度 長野市の保育所等利用者負担額について 

イ 長野市放課後子ども総合プランの利用者負担について 

ウ 老人憩の家の利用者負担の見直しについて 

６ その他 

７ 閉会 
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市 議 会 議 員 　　４人
社会福祉関係者 　１２人
学 識 経 験 者 　　８人

計 　２４人

選出区分 委員氏名 所属専門分科会 備考

市議会議員 小 泉　栄 正  長野市議会議員 障害者福祉

小 林　義 直  長野市議会議員 議長 地域福祉・民生委員審査
民生委員審査
専門分化会長

寺 沢 さゆり
 長野市議会議員
 福祉環境委員会委員長 児童福祉

野々村　博美  長野市議会議員 老人福祉

社 会 福 祉 伊 藤　篤 志
地域福祉・民生委員審査
福祉医療費給付金臨時

地域福祉、福祉医
療　専門分化会長

関 係 者
香 山　篤 美 地域福祉

黒 柳　博 仁 児童福祉

小 林　 　功
児童福祉
福祉医療費給付金臨時

小 林　和 夫
障害者福祉
福祉医療費給付金臨時

近 藤　定 利
老人福祉
福祉医療費給付金臨時

塚 田 なおみ 障害者福祉・民生委員審査

寺 田　裕 明 障害者福祉・民生委員審査
障害者福祉
専門分科会長

中 島　謙 二 地域福祉

増 山　幸 一 老人福祉・民生委員審査 委員長

峰 川　暁 見 児童福祉

柳 原　靜 子 老人福祉 副委員長

学識経験者 傘 木　　 衛
地域福祉
福祉医療費給付金臨時

小 林　敏 枝
障害者福祉
福祉医療費給付金臨時

清 水　　 健 障害者福祉

塚 田 まゆり 児童福祉・民生委員審査

築 山　秀 夫 地域福祉

寺 沢　宏 次 老人福祉
老人福祉専門
分科会長

水 口　　 崇
児童福祉
福祉医療費給付金臨時

児童福祉
専門分科会長

宮 澤　政 彦
老人福祉
福祉医療費給付金臨時

 長野市幼稚園・認定こども園連
盟

長野市社会福祉審議会（本会）委員名簿

平成28年4月1日

推薦団体・役職等

 長野市民生児童委員協議会
 会長
 長野市ボランティアセンター
 運営委員会 委員長

 長野市教育委員会
 教育委員

 長野市老人クラブ連合会
 会長

 長野市社会事業協会
 理事長

 長野市手をつなぐ育成会
 会長

 長野県高齢者福祉協会
 役員
 長野市社会福祉協議会
 会長

 更級医師会

 長野市児童館館長施設長会
 会長

 長野市私立保育協会
 会長
 長野市民生児童委員協議会
 高齢者福祉部会　副部会長
 古牧地区住民自治協議会
 福祉部会部会長
 清泉女学院短期大学
 教授

 長野市身体障害者福祉協会
 理事長

 長野県短期大学
 准教授
 信州大学
 教授
 信州大学
 准教授
 長野市医師会
 会長
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平成 29年度 長野市の保育所等利用者負担額について 

こども未来部 保育・幼稚園課 

１ 保育料（利用者負担）の決定について 

長野市の保育所等保育料の決定に当たっては、法令上、長野市社会福祉審議

会からの答申を必要とはされていませんが、本市においては、昭和 50 年から

審議会の答申を踏まえて、保育料を決定してきています。 

２ 教育・保育に要する経費と保育料（利用者負担）について 

保育所等の運営に要す費用（人件費・管理費・事業費）は、法律上、公費と

保護者が負担することになっており、保護者は、政令で定める額（保育料基準）

を限度として市町村が設定した保育料を保護者の所得に応じて負担し、残りを

国、県、市で負担しています。 

なお、本市では子育て世帯の経済的負担に配慮し、保育所等の保育料につい

ては、国の示す保育料基準の一部を軽減して保育料を設定しています。 

３ これまでの審議経過について

平成 26 年度までの旧制度における保育所の保育料については、税制改正へ

の対応など、国基準の改定等に合せて、新たな所得階層区分の新設や料金の改

定を行ってきました。 

平成 27 年４月の子ども・子育て支援新制度における保育所の保育料設定で

は、「保育標準時間」と「保育短時間」それぞれの料金を設定しました。 

併せて、幼稚園の保育料については、これまでの幼稚園就園奨励費補助によ

る保護者の実費負担を新たに保育料として設定しました。 

また、保育所の保育料の所得階層区分の算定根拠を国基準の変更に合せて、

所得税額等から市町村民税所得割課税額等に変更しました。 

平成 28 年度は、多子世帯等の保育料を軽減するため、年収約 360 万円未満

相当の世帯について、従来の多子軽減における年齢の上限を撤廃するとともに、

年収約 360 万円未満相当のひとり親世帯等の負担軽減措置を拡充し、第１子の

保育料を従来の半額、第２子以降を無償としました。 

なお、平成 26 年度の審議過程で、保育所の保育料については、３歳未満児

と３歳以上児の料金の差や、所得階層区分間での所得に対する負担割合の差な

どを見直し、料金全体のバランスを整える必要があること、また、保育所と幼

稚園の保育料の整合性について精査が必要であることなどの意見が出され、こ

れらの課題については、国が新制度の完成を目指す平成 29 年度頃を目途に、

見直しを行うことが適当との答申をいただきました。 

４ 平成 29 年度の利用者負担（保育料）について 

子ども・子育て支援新制度の国及び本市の状況や、今後の国の動向について

注視し、本市における来年度の保育料について検討することとしたい。

  現在のところ、国において保育料改正の動きはありません。 

資料 １
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子ども・子育て支援新制度の国の状況 

１ 幼稚園の新制度への移行状況 
（対象私立幼稚園数 8,110 園） 

１．平成 28年度までに新制度に移行（移行する方向で検討中を含む） 2,486 園 30.7％ 

２．移行を検討中の園 4,465 園 55.1％ 

 ①平成 29年度以降、新制度へ移行（移行する方向で検討中を含む）  881 園  10.9％ 

②状況により判断したい 3,584 園 44.2％ 

３．将来的にも移行する予定はない 924 園 11.4％ 

４.無回答・休園等 235 園  2.9％ 

平成 27年 7月 27日国公表資料 

２ 子ども・子育て支援新制度の財源確保について 

  子ども・子育て関連３法案に対する附帯決議（平成 24 年 8 月 10 日参議院 社

会保障と税の一体改革に関する特別委員会）で、「幼児教育・保育・子育て支

援の質・量の充実を図るためには、１兆円程度の財源が必要であり、今回の消

費税率の引き上げにより確保する 0.7 兆円程度以外の 0.3 兆円超について、速

やかに確保の道筋を示すとともに、今後の各年度の予算編成において、財源の

確保に最大限努力するものとすること。」とされている。 

  平成 29 年 4 月の消費税 10％の増税が不透明 

３ 平成 28 年度予算（保育料関係） 

  幼児教育の段階的な無償化に向けた取組により、年収約 360 万円未満相当の

世帯について、従来の多子軽減における年齢の上限を撤廃するとともに、年収

約 360 万円未満相当のひとり親世帯等の負担軽減措置を拡充し、第１子の保育

料を従来の半額、第２子以降を無償とすることとした。 
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平 成 28 年 度 保 育 料 基 準 額 表 

幼稚園・認定こども園（幼稚園機能）

階層
区分

①生活保護世帯 ０円 Ａ ０円

②市町村民税非課税世帯（所得割非課税世帯含む）

③市町村民税所得割課税額77，100円以下

④市町村民税所得割課税額211，200円以下 20，500円

⑤市町村民税所得割課税額211，201円以上 25，700円

市町村民税非課税世帯（市町村民税所得
割非課税世帯含む）又は養育里親等の世
帯

市町村民税所得割課税額211,201円以上
の世帯

E

３，０００円

C

D

B

教育認定子どもに係る利用者負担の上限額（国） 平成28年度保育料基準額表（市）

３，０００円

１６，１００円

各月初日の児童の属する世帯の階層区分

A階層を除き、市
町村民税の額の
区分が次の区分
に該当する世帯

２０，５００円

２５，７００円

定　　義
利用者負担階層区分

市町村民税所得割課税額77,100円以下
の世帯

市町村民税所得割課税額 77,101円以上
211,200円以下の世帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国
残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の
支援に関する法律による支援給付受給世帯

利用者負担

１６，１００円
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保育園・認定こども園（保育園機能）

３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児 ３歳未満児 ３歳以上児

①生活保護世帯 0円 0円 0円 0円 A 0円 0円 0円 0円

D1 14,200円 11,900円 14,000円 11,700円

D2 19,400円 16,800円 19,100円 16,500円

D3 24,500円 21,700円 24,100円 21,300円

D4 31,500円 25,200円 31,000円 24,800円

D5 40,500円 26,100円 39,800円 25,700円

D6 44,000円 26,600円 43,300円 26,200円

D7 50,500円 27,200円 49,700円 26,700円

D8 53,600円 28,700円 52,700円 28,200円

D9 54,500円 29,600円 53,600円 29,100円

⑦市町村民税所得割課税額
397，000円未満

80，000円 77，000円 78，800円 75，800円 D10 55,600円 30,700円 54,700円 30,200円

⑧市町村民税所得割課税額
397，000円以上

104，000円 101，000円 102，400円 99，400円 D11 56,700円 31,800円 55,700円 31,300円

利用者負担

保育標準時間 保育短時間階層区分

各月初日の児童の属する世帯の階層区分 利用者負担

階層
区分

保育標準時間 保育短時間

③市町村民税所得割課税額
48，600円未満

19，500円 16，500円 19，300円 16，300円

②市町村民税非課税世帯 9，000円 6，000円 9，000円 6，000円 B  市町村民税非課税世帯

⑤市町村民税所得割課税額

169，000円未満
44，500円 41，500円 43，900円 40，900円

④市町村民税所得割課税額

97，000円未満
30，000円 27，000円 29，600円 26，600円

⑥市町村民税所得割課税額

301，000円未満
61，000円 58，000円 60，100円 57，100円

保育認定こどもに係る利用者負担の上限額（国） 平成28年度保育料基準額表（市）

169,000円以上 219,000円未満

219,000円以上 265,000円未満

97,000円以上 123,000円未満

123,000円以上 148,000円未満

148,000円以上 169,000円未満

48,600円以上 60,000円未満

60,000円以上 76,000円未満

301,000円以上 397,000円未満

397,000円以上

定　　　義

265,000円以上 301,000円未満

76,000円以上 97,000円未満

A階層及びD
階層を除き、
市町村民税
の額の区分

が次の区分
に該当する
世帯

A階層を除
き、市町村
民税所得割
課税額の額
の区分が次
の区分に該

当する世帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律による支援
給付受給世帯及び児童福祉法第6条の4第1項に規定する里親である世帯

C

1,800円 1,200円 1,800円 1,200円

 市町村民税均等割課税世帯及び市町村民税所得割課税額
48,600円未満

9,900円 76,00円 9,900円 76,00円
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老人憩の家の

1

資料 ３

老人憩の家の
利用者負担の見直し

１ 設置目的

高齢者の相互交流、教養の向上、レクリエーション、入
浴等の場を提供し、心身の健康の保持増進を図る。

２ 位置付け

老人憩の家の設置目的等
2

２ 位置付け

(1)昭和40年4月厚生省社会局長通知に基づく施設
(2)昭和45年4月開設の「松代老人憩の家」をはじめ、現
在市内に計10施設設置されている。

（松代・石川・大豆島・茂菅・若槻・新橋・氷鉋・東北・若穂・東長野）

(3)利用者の範囲：市内在住の60歳以上の者
※その他市長が特に認める者として障害者手帳所持者及び介助者等

13



計画における方針・目標
あんしんいきいきプラン２１

第７次高齢者福祉計画（平成27年度－平成29年度）

○安全性の確保を最優先とし、地域特性及び利用者の状況に配
慮しながら、公共施設マネジメント指針に添った施設の再配置・

3

長寿命化を進めます。

○統廃合等により整備する施設は多様化する利用者ニーズに対
応するとともに、省エネルギーに配慮し、維持管理・運営コストの
軽減を目指します。

○再編後の施設運営の健全化と利用者負担の公平性を確保する
ため、利用料の見直しについて検討します。

利用料金の経過
昭和45年度から開設された老人憩の家は、厚生省

社会局長通知に基づき設置され、通知では原則として

無料とされているが、長野市では特別な設備として「浴

室」を設けたため、実費として利用料を徴収している。

・ 昭和45年度から昭和58年度まで無料

4

・ 昭和45年度から昭和58年度まで無料
・ 昭和59年度から50円
・ 平成11年度から70円
・ 平成14年度から100円
・ 平成19年度から120円
・ 平成22年7月から150円
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直近の料金改定時以降の経過

【平成22年７月】 150円に改定(*改定前120円)

コスト計算額 230円 ⇒ 改定上限額 180円 ⇒ 決定額 150円

(3年後の見直しが条件) (経済情勢等考慮)

5

【平成25年度】

・料金見直しは行わず、危険区域立地・老朽化施設の再編検討を優先料金見直しは行わず、危険区域立地・老朽化施設の再編検討を優先

・老人福祉専門分科会にて現地視察、統合・建替え素々案を示すも、

施設存続の署名活動等があり、検討を保留。

【平成26年度】

・公共施設マネジメント指針に添った施設の再配置・長寿命化を進める

こととした。（現行の高齢者福祉計画に明記）

【平成28年度】 料金の見直し検討（料金改定未実施、消費税増税など）

利用料金の改定スケジュール 6

平成28年６月
審議会へ諮問

（6/2社会福祉審議会、6/3老人福祉専門分科会）

８月 実態･分析報告及び考え方の整理（分科会）

10月
改定（答申）案決定（分科会）、審議会から答申（

10月
本会・分科会）

12月 条例改正

平成29年

１月～６月
市民周知

７月 料金改定
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利用者数の推移（人） 7

218,379 209,077 
195,904 194,154 189,586 189,991 180,294 179,497 185,646 180,242 

14,520
13,769

14,100 13,752 14,661 17,115
16,344 17,300 16,589 16,187

100,000

150,000

200,000

250,000
入浴以外

入浴利用

年度 H23 H24 H25 H26 H27見込み

利用収入（円） 20,524,900 19,239,090 18,838,670 19,064,360 18,877,030

【参考】 年間の利用料金収入（全10施設の合計額）

0

50,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27見込み
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社会福祉法（抜粋） 

（第一条から第六条 略） 

第二章 地方社会福祉審議会 

（地方社会福祉審議会） 

第七条 社会福祉に関する事項（児童福祉及び精神障害者福祉に関する事項を除く。）を調査審議す

るため、都道府県並びに地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第一項の中核市（以下

「中核市」という。）に社会福祉に関する審議会その他の合議制の機関（以下「地方社会福祉審議

会」という。）を置くものとする。 

２ 地方社会福祉審議会は、都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の長の監督に属し、その諮問

に答え、又は関係行政庁に意見を具申するものとする。 

（組織） 

第八条 地方社会福祉審議会は、委員三十五人以内で組織する。 

２ 特別の事項を調査審議するため必要があるときは、地方社会福祉審議会に臨時委員を置くことが

できる。 

（委員） 

第九条 地方社会福祉審議会の委員及び臨時委員は、都道府県又は指定都市若しくは中核市の議会の

議員、社会福祉事業に従事する者及び学識経験のある者のうちから、都道府県知事又は指定都市若

しくは中核市の長が任命する。 

（委員長） 

第十条 地方社会福祉審議会に委員の互選による委員長一人を置く。委員長は、会務を総理する。 

（専門分科会） 

第十一条 地方社会福祉審議会に、民生委員の適否の審査に関する事項を調査審議するため、民生委

員審査専門分科会を、身体障害者の福祉に関する事項を調査審議するため、身体障害者福祉専門分

科会を置く。 

２ 地方社会福祉審議会は、前項の事項以外の事項を調査審議するため、必要に応じ、老人福祉専門

分科会その他の専門分科会を置くことができる。 

（地方社会福祉審議会に関する特例） 

第十二条 第七条第一項の規定にかかわらず、都道府県又は指定都市若しくは中核市は、条例で定め

るところにより、地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させることができる。 

２ 前項の規定により地方社会福祉審議会に児童福祉に関する事項を調査審議させる場合においては、

第八条第一項中「三十五人以内」とあるのは「五十人以内」と、前条第一項中「置く」とあるのは

「、児童福祉に関する事項を調査審議するため、児童福祉専門分科会を置く」と読み替えるものと

する。 

（政令への委任） 

第十三条 この法律で定めるもののほか、地方社会福祉審議会に関し必要な事項は、政令で定める。 

（第十四条以降 略） 

参考資料１ 
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○長野市社会福祉審議会条例 

平成12年３月30日長野市条例第３号 

改正

平成12年９月29日条例第49号 

平成14年３月29日条例第12号 

平成17年３月30日条例第10号 

平成20年３月28日条例第12号 

平成23年12月20日条例第30号 

平成25年９月30日条例第31号 

平成27年３月27日条例第10号 

長野市社会福祉審議会条例 

（設置等） 

第１条 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第７条第１項及び地方自治法（昭和22年法律第67号）

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、社会福祉に関する事項を調査審議するほか、児童福祉に関する事項（子ども・子育

て支援に関する事項を含む。）及び精神障害福祉に関する事項を調査審議するものとする。 

３ 社会福祉法第11条第１項の規定に基づき設置する身体障害者福祉専門分科会を障害者福祉専門

分科会と称し、第６条第１項第２号に掲げる事項を調査審議するほか、障害者基本法（昭和45年

法律第84号）第11条第６項の規定により意見を聴く機関とする。 

（組織） 

第２条 審議会は、委員24人以内で組織する。 

（任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（副委員長） 

第４条 審議会に副委員長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を行う。 

（会議） 

第５条 審議会は、委員長が招集する。 

２ 委員長は、委員の４分の１以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは、審議会を招

集しなければならない。 

参考資料２ 
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３ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。 

４ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところに

よる。 

５ 臨時委員は、特別な事項について議事を開き、議決を行う場合には、前２項の規定の適用につ

いては、委員とみなす。 

（専門分科会） 

第６条 審議会に次の各号に掲げる専門分科会を置き、当該各号に定める事項を調査審議する。 

(１) 民生委員審査専門分科会 民生委員の適否の審査に関する事項 

(２) 障害者福祉専門分科会 身体障害者、知的障害者及び精神障害者の福祉に関する事項 

(３) 児童福祉専門分科会 児童並びに母子及び父子の福祉に関する事項（子ども・子育て支援

に関する事項を含む。） 

(４) 老人福祉専門分科会 老人の福祉に関する事項 

(５) 地域福祉専門分科会 地域福祉に関する事項 

２ 専門分科会に属すべき委員及び臨時委員は、委員長が指名する。 

３ 専門分科会に専門分科会長及び専門分科会副会長各１人を置き、当該専門分科会に属する委員

及び臨時委員の互選によりこれを定める。 

４ 専門分科会長は、その専門分科会の会務を掌理する。 

５ 専門分科会副会長は、専門分科会長を補佐し、専門分科会長に事故があるときは、その職務を

行う。 

（審査部会） 

第７条 障害者福祉専門分科会の審査部会は、次の各号に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 身体障害者の障害程度の審査に関する事項 

(２) 身体障害者手帳の交付申請に係る医師の指定又は指定の取消しに関する事項 

(３) 更生医療担当医療機関の指定又は指定の取消しに関する事項 

２ 審査部会に部会長及び副部会長各１人を置き、審査部会に属する委員及び臨時委員の互選によ

りこれを定める。 

３ 部会長は、審査部会の会務を掌理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を行う。 

（専門分科会及び審査部会の会議） 

第８条 専門分科会又は審査部会の招集、定足数及び議決については、第５条の規定を準用する。
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この場合において、同条中「審議会」とあるのは「専門分科会又は審査部会」と、「委員長」と

あるのは「専門分科会長又は部会長」と、「委員」とあるのは「専門分科会又は審査部会に属す

る委員」と読み替えるものとする。 

２ 専門分科会又は審査部会の決議は、これをもって審議会の決議とする。ただし、専門分科会（民

生委員審査専門分科会を除く。）の重要又は異例な事項に関する決議にあっては、この限りでな

い。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則

（施行期日） 

１ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に長野市地方社会福祉審議会の委員である者は、この条例の規定に基づ

く長野市地方社会福祉審議会の委員に任命されたものとみなす。この場合において、その任命さ

れたものとみなされる者の任期は、第３条の規定にかかわらず、この条例の施行の日における従

前の長野市地方社会福祉審議会の委員としての残任期間と同一の期間とする。 

（長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例の廃止） 

３ 長野市地方社会福祉審議会の調査審議事項の特例を定める条例（平成10年長野市条例第59号）

は、廃止する。 

附 則（平成12年９月29日条例第49号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日条例第12号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年３月30日条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

（長野市特別職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

２ 長野市特別職の職員等の給与に関する条例（昭和41年長野市条例第24号）の一部を次のように

改正する。 
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（次のよう略） 

附 則（平成20年３月28日条例第12号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年12月20日条例第30号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年９月30日条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年３月27日条例第10号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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長野市社会福祉審議会運営要領 

 （趣旨） 

第１ この要領は、長野市社会福祉審議会条例（平成 12 年長野市条例第３号）第９条

の規定に基づき、長野市社会福祉審議会（以下「審議会」という。）の運営に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

 （専門分科会及び審査部会の会議の特例） 

第２ 専門分科会長及び審査部会長は、緊急やむを得ない理由がある場合には、委員

に対し書面により意見を求めることによって、会議の開催に代えることができる。 

 （報告） 

第３ 専門分科会長は、所掌事項について調査審議が終了したときは、その結果を委

員長に報告するものとする。 

 （庶務） 

第４ 審議会の庶務は、保健福祉部福祉政策課が行う。ただし、次の号に掲げる専門

分科会等については、当該各号に掲げる課が行う。 

  (1) 民生委員審査専門分科会 保健福祉部福祉政策課

  (2) 障害者福祉専門分科会及び審査部会 保健福祉部障害福祉課 

  (3) 児童福祉専門分科会 こども未来部こども政策課 

  (4) 老人福祉専門分科会 保健福祉部高齢者福祉課 

  (5) 地域福祉専門分科会 保健福祉部福祉政策課

 （補則） 

第５ この要領に定めるもののほか、審議会運営に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

   附則 

 この要領は、平成 12 年４月 1 日から施行する。 

 この要領は、平成 17 年４月 1 日から施行する。 

  この要領は、平成 21 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 26 年４月 1 日から施行する。 

この要領は、平成 27 年４月 1 日から施行する。 

参考資料３ 
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平成 28年度 長野市社会福祉審議会 

長野市職員名簿 

参考資料４ 

職   名 氏   名 備  考 

保健福祉部長 田 中 幸 廣  

こども未来部長 上 杉 和 也  

保健所長 小 林 文 宗  

保健福祉部福祉政策課長 田 中 信 行  

保健福祉部生活支援課長 上 田 哲 夫  

保健福祉部高齢者福祉課長 海 沼   充  

保健福祉部介護保険課長 下 條  正 雄  

保健福祉部障害福祉課長 鵜 野    智  

こども未来部こども政策課長 櫻 井  伸 一  

こども未来部マリッジサポート課長 丸 山  輝 美  

こども未来部子育て支援課長 島 田 み ち 代  

こども未来部保育・幼稚園課長 樋 口 圭 一  

保健福祉部保健所次長兼総務課長 竹 内 裕 治  

保健福祉部保健所健康課長 中 澤  和 彦  
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